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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成28年3月24日(2016.3.24)

【公表番号】特表2014-515044(P2014-515044A)
【公表日】平成26年6月26日(2014.6.26)
【年通号数】公開・登録公報2014-033
【出願番号】特願2014-500241(P2014-500241)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  18/38     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/66     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  21/12     (2006.01)
   Ｃ０７Ｆ   9/6574   (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ 101/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ   18/38     　　　Ｆ
   Ｃ０８Ｇ   18/66     　　　Ｆ
   Ｃ０９Ｋ   21/12     　　　　
   Ｃ０７Ｆ    9/6574   　　　Ｚ
   Ｃ０８Ｇ  101:00     　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成28年2月4日(2016.2.4)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（１）（ａ）少なくとも５のヒドロキシル官能価を有する第１のポリオールまたは（ｂ
）２のアミン官能価及び式（II）の構造を有するポリアミンである少なくとも１つの活性
水素含有化合物と、ここで、前記式（II）は、
　　　Ｈ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－［Ｎ（Ｒ）－（ＣＨ２）ｐ］ｙ－ＮＨ２　　（II）
であり、式中、ｎおよびｐはそれぞれ独立に２～６の整数であり、Ｒは水素または２～６
個の炭素を有するヒドロキシアルキルであり、ｙは１である；
　（２）一般式（１）、（２）またはそれらの組合せを有する少なくとも１つのリン含有
化合物と
を含む反応混合物の反応生成物を含むリン含有難燃剤であって、
　前記一般式（１）、（２）は、
【化１】

であり、式中、Ｘは脱離基であり、Ｒ１およびＲ２は、相互に独立して、Ｃ１～Ｃ８－ア
ルキル、Ｃ１～Ｃ４－アルコキシエチル、Ｃ１～Ｃ４－アルキル置換Ｃ６～Ｃ１０－アリ
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ールラジカル、アルキル置換アリール、アリール置換アルキル、ニトロアルキル、ヒドロ
キシルアルキル、アルコキシアルキル、ヒドロキシルアルコキシアルキルであり、または
Ｒ１およびＲ２は、一緒になって６員環内にＲを形成し、前記６員環は一般式（３）、（
４）またはそれらの組合せを有し、
　前記一般式（３）、（４）は、
【化２】

であり、式中、Ｒは３～９個の炭素原子を含む直鎖状または分枝状の２価アルキレン基で
ある、前記リン含有難燃剤。
【請求項２】
　リン含有難燃剤の製造方法であって、該方法は、少なくとも、
　（１）（ａ）少なくとも５のヒドロキシル官能価を有する第１のポリオールまたは（ｂ
）２のアミン官能価及び式（II）の構造を有するポリアミンである少なくとも１つの活性
水素含有化合物と、ここで、前記式（II）は、
　　　Ｈ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－［Ｎ（Ｒ）－（ＣＨ２）ｐ］ｙ－ＮＨ２　　（II）
であり、式中、ｎおよびｐはそれぞれ独立に２～６の整数であり、Ｒは水素または２～６
個の炭素を有するヒドロキシアルキルであり、ｙは１である；
　（２）一般式（１）、（２）またはそれらの組合せを有する、少なくとも１つのリン含
有化合物とを反応させることを含み、
　前記一般式（１）、（２）は、

【化３】

であり、式中、Ｘは脱離基であり、Ｒ１およびＲ２は、相互に独立して、Ｃ１～Ｃ８－ア
ルキル、Ｃ１～Ｃ４－アルコキシエチル、Ｃ１～Ｃ４－アルキル置換Ｃ６～Ｃ１０－アリ
ールラジカル、アルキル置換アリール、アリール置換アルキル、ニトロアルキル、ヒドロ
キシルアルキル、アルコキシアルキル、ヒドロキシルアルコキシアルキルであり、または
Ｒ１およびＲ２は、一緒になって６員環内にＲを形成し、前記６員環は一般式（３）、（
４）またはそれらの組合せを有し、
　前記一般式（３）、（４）は、
【化４】
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であり、式中、Ｒは、３～９個の炭素原子を含む直鎖状または分枝状の２価アルキレン基
である、前記方法。
【請求項３】
　Ｒ１およびＲ２が独立に、プロピレン、２－メチルプロピレン、またはネオペンチレン
である、請求項１に記載のリン含有難燃剤。
【請求項４】
　Ｘが、Ｃｌ、ＢｒおよびＩならびにスルホネートから成る群より選択される、請求項１
または３に記載のリン含有難燃剤。
【請求項５】
　前記リン含有化合物が、２－クロロ－５，５－ジメチル－１，３，２－ジオキサホスフ
ィナン、２－クロロ－５，５－ジメチル－１，３，２－ジオキサホスフィナン２－オキシ
ド、ジエチルホスホロクロリダイトまたはジエチルホスホロクロリダートである、請求項
１に記載のリン含有難燃剤。
【請求項６】
　前記第１のポリオールが、６０～２５００当量を有するポリオキシアルキレンポリオー
ルの少なくとも１つを含む、請求項１もしくは３～５のいずれか一項に記載のリン含有難
燃剤。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのポリオキシアルキレンポリオールが、グリセロール、スクロース
、ソルビトールまたはそれらの組合せで開始され、前記ポリオキシアルキレンが、ポリオ
キシエチレンおよびポリオキシプロピレンの少なくとも１つを含む、請求項６に記載のリ
ン含有難燃剤。
【請求項８】
　前記第１のポリオールが、１００～２００当量を有するソルビトール開始ポリオキシプ
ロピレンポリオールを含む、請求項１～５のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤。
【請求項９】
　前記第１のポリオールが、グリセロールとスクロースとのブレンドで開始され、１００
～３００当量を有し、且つポリオキシエチレンポリオキシプロピレンポリオールの重量を
基準として１５％～４０％のポリオキシエチレン割合を有するポリオキシエチレンポリオ
キシプロピレンポリオールを含む、請求項１～５のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤
。
【請求項１０】
　前記リン含有難燃剤は、前記第１のポリオールが平均で、前記少なくとも１つのリン含
有化合物がポリオールＯＨ部位と反応するようなキャッピング指数を有する、請求項１～
９のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤。
【請求項１１】
　前記リン含有難燃剤は、前記第１のポリオールが平均で、そのポリオールＯＨ部位の少
なくとも半分が前記少なくとも１つのリン含有化合物によってキャップされるようなキャ
ッピング指数を有する、請求項１～９のいずか一項に記載のリン含有難燃剤。
【請求項１２】
　前記リン含有難燃剤は、前記第１のポリオールが平均で、そのポリオールＯＨ部位の実
質的に全てが前記少なくとも１つのリン含有化合物によってキャップされるようなキャッ
ピング指数を有する、請求項１～９のいずか一項に記載のリン含有難燃剤。
【請求項１３】
　第２の反応混合物の反応生成物を含むポリウレタン生成物であって、前記第２の反応混
合物は、
　少なくとも１つのイソシアネート；および
　ポリオールブレンド
を含み、前記ポリオールブレンドは、
　　請求項１および３～１２のいずれか一項に記載の少なくとも１つのリン含有難燃剤；
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および
　　少なくとも１つのポリオール
を含む、ポリウレタン生成物。
【請求項１４】
　Ｃａｌ １１７試験またはＤｉｎ ４１０２試験に合格する、請求項１３に記載のポリウ
レタン生成物。
【請求項１５】
　前記リン含有難燃剤が、０．１重量％～３５重量％の前記ポリオールブレンドを含む、
請求項１３または１４に記載のポリウレタン生成物。
【請求項１６】
　Ｘが、Ｃｌ、ＢｒおよびＩならびにスルホネートから成る群より選択される、請求項２
に記載の方法。
【請求項１７】
　前記第１のポリオールが、６０～２５００当量を有するポリオキシアルキレンポリオー
ルの少なくとも１つを含む、請求項２または１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第１のポリオールが、グリセロールとスクロースとのブレンドで開始され、１００
～３００当量を有し、且つポリオキシエチレンポリオキシプロピレンポリオールの重量を
基準として１５％～４０％のポリオキシエチレン割合を有するポリオキシエチレンポリオ
キシプロピレンポリオールを含む、請求項２または１６に記載の方法。
 
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００７４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００７４】
　Ｃａｌ　１１７試験について表２に示すように、ポリウレタンフォーム系へのＦＲ Ｂ
の添加は、ＦＲの性能を劇的に上昇させる（実施例２）。１０部ＦＲ Ｂを有する実施例
２は、３０部ＴＣＰＰを有する比較例５よりも良好なＦＲ性能を有する。すべての比較例
は、Ｃａｌ　１１７　ＦＲ試験に不合格であった。結果は、ＦＲ　Ｂがハロゲン含有ＴＣ
ＰＰと比較して少ない添加量でより良好なＦＲ性能を与えることを示している。加えて、
ＦＲ　Ｂの添加は、測定されたＰＵフォームの機械的特性に負の影響を有さない。
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【表２】

【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００８７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
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【００８７】
  上述は本発明の実施形態に関するが、本発明の他のおよびさらなる実施形態は、その基
本的範囲から逸脱することなく考案することができ、その範囲は続いての請求の範囲によ
って決定される。
　なお、本発明には以下の態様も含まれる。
［１］
  第１の反応混合物の反応生成物を含むリン含有難燃剤であって、前記反応混合物が、
  少なくとも３のヒドロキシル官能価を有する第１のポリオール、少なくとも２のアミン
官能価を有するポリアミン、および少なくとも２のアミン官能価とヒドロキシル官能価と
の合計を有するアミノアルコールの群より選択される、少なくとも１つの活性水素含有化
合物；
  一般式（１）、（２）またはそれらの組合せを有する、少なくとも１つのリン含有化合
物
を含むリン含有難燃剤：
［化７］

（式中、Ｘは脱離基であり、Ｒ１およびＲ２は、相互に独立して、Ｃ１～Ｃ８－アルキル
、Ｃ１～Ｃ４－アルコキシエチル、Ｃ１～Ｃ４－アルキル置換Ｃ６～Ｃ１０－アリールラ
ジカル、アルキル置換アリール、アリール置換アルキル、ニトロアルキル、ヒドロキシル
アルキル、アルコキシアルキル、ヒドロキシルアルコキシアルキルであり、またはＲ１お
よびＲ２は、一緒になって６員環内にＲを形成し、前記６員環は一般式（３）、（４）ま
たはそれらの組合せを有する。）
［化８］

（式中、Ｒは、３～約９個の炭素原子を含む直鎖状または分枝状の２価アルキレン基であ
る。）。
［２］
  リン含有難燃剤の製造方法であって、該方法は、少なくとも、
  少なくとも３のヒドロキシル官能価を有する第１のポリオール、少なくとも２のアミン
官能価を有するポリアミン、および少なくとも２のアミン官能価とヒドロキシル官能価と
の合計を有するアミノアルコールの群より選択される少なくとも１つの活性水素含有化合
物を；
  一般式（１）、（２）またはそれらの組合せを有する、少なくとも１つのリン含有化合
物と反応させることを含む方法：
［化９］
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（式中、Ｘは脱離基であり、Ｒ１およびＲ２は、相互に独立して、Ｃ１～Ｃ８－アルキル
、Ｃ１～Ｃ４－アルコキシエチル、Ｃ１～Ｃ４－アルキル置換Ｃ６－Ｃ１０－アリールラ
ジカル、アルキル置換アリール、アリール置換アルキル、ニトロアルキル、ヒドロキシル
アルキル、アルコキシアルキル、ヒドロキシルアルコキシアルキルであり、またはＲ１お
よびＲ２は、一緒になって６員環内にＲを形成し、前記６員環は一般式（３）、（４）ま
たはそれらの組合せを有する。）
［化１０］

（式中、Ｒは、３～約９個の炭素原子を含む直鎖状または分枝状の２価アルキレン基であ
る。）。
［３］
  Ｒが、プロピレン、２－メチルプロピレン、ネオペンチレンおよび２－ブチル－２－エ
チルプロピレンの少なくとも１つである、上記［１］に記載のリン含有難燃剤または項２
に記載の方法。
［４］
  Ｘが、Ｃｌ－、Ｂｒ－およびＩ－ならびにスルホネートから成る群より選択される、上
記［１］もしくは上記［３］に記載のリン含有難燃剤または上記［２］もしくは上記［３
］に記載の方法。
［５］
  前記リン含有化合物が、２－クロロ－５，５－ジメチル－１，３，２－ジオキサホスフ
ィナン、２－クロロ－５，５－ジメチル－１，３，２－ジオキサホスフィナン２－オキシ
ド、ジエチルホスホロクロリダイトまたはジエチルホスホロクロリダートである、上記［
１］に記載のリン含有難燃剤または上記［２］に記載の方法。
［６］
  前記少なくとも１つの第１のポリオールが、約６０～２５００当量を有するポリオキシ
アルキレンポリオールの少なくとも１つを含む、上記［１］もしくは上記［３］～上記［
５］のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤または上記［２］～上記［５］のいずれか一
項に記載の方法。
［７］
  前記少なくとも１つのポリオキシアルキレンポリオールが、グリセロール、スクロース
、ソルビトールまたはそれらの組合せで開始され、前記ポリオキシアルキレンが、ポリオ
キシエチレンおよびポリオキシプロピレンの少なくとも１つを含む、上記［６］に記載の
リン含有難燃剤または方法。
［８］
  前記第１のポリオールが、約１００～約２００当量を有するソルビトール開始ポリオキ
シプロピレンポリオールを含む、上記［１］～上記［５］のいずれか一項に記載のリン含
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有難燃剤または方法。
［９］
  前記第１のポリオールが、グリセロールとスクロースとのブレンドで開始され、約１０
０～約３００当量を有し、且つポリオキシエチレンポリオキシプロピレンポリオールの重
量を基準として約１５％～約４０％のポリオキシエチレン割合を有するポリオキシエチレ
ンポリオキシプロピレンポリオールを含む、上記［１］～上記［５］のいずれか一項に記
載のリン含有難燃剤または方法。
［１０］
  前記リン含有難燃剤は、前記少なくとも１つの第１のポリオールが平均で、前記少なく
とも１つのリン含有化合物がポリオールＯＨ部位と反応するようなキャッピング指数を有
する、上記［１］～上記［９］のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤または方法。
［１１］
  前記リン含有難燃剤は、前記少なくとも１つの第１のポリオールが平均で、そのポリオ
ールＯＨ部位の少なくとも半分が前記少なくとも１つのリン含有化合物によってキャップ
されるようなキャッピング指数を有する、上記［１］～上記［９］のいずか一項に記載の
リン含有難燃剤または方法。
［１２］
  前記リン含有難燃剤は、前記少なくとも１つの第１のポリオールが平均で、そのポリオ
ールＯＨ部位の実質的に全てが前記少なくとも１つのリン含有化合物によってキャップさ
れるようなキャッピング指数を有する、上記［１］～上記［９］のいずか一項に記載のリ
ン含有難燃剤または方法。
［１３］
  前記少なくとも２のアミン官能価を有するポリアミンが、式（ＩＩ）に示す構造を有す
る、上記［１］～上記［５］のいずれか一項に記載のリン含有難燃剤または方法：
      Ｈ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－［Ｎ（Ｒ）－（ＣＨ２）ｐ］ｙ－ＮＨ２  （ＩＩ）
（式中、ｎおよびｐは独立して、２～６の整数であり；Ｒは、水素または２～６個の炭素
を有するヒドロキシアルキルであり；ｙは、０～２５の整数である。
［１４］
  前記少なくとも２のアミン官能価とヒドロキシル官能価との合計を有するアミノアルコ
ールが、式（ＩＩＩ）に示す構造を有する、上記［１］～上記［５］のいずれか一項に記
載のリン含有難燃剤または方法：
      ＨｍＡ－（ＣＨ２）ｎ－［Ｎ（Ｒ）－（ＣＨ２）ｐ］ｙ－ＡＨｍ  （ＩＩＩ）
（式中、ｎおよびｐは独立して、２～６の整数であり；Ｒは、水素または２～６個の炭素
を有するヒドロキシアルキルであり；ｙは、０～２５の整数であり；Ａは独立して、窒素
または酸素であり、ただし、少なくとも１つのＡは酸素であり、Ａが窒素である場合、ｍ
は２であり、Ａが酸素である場合、ｍは１である。）。
［１５］
  第２の反応混合物の反応生成物を含むポリウレタン生成物であって、前記第２の反応混
合物は、
  少なくとも１つのイソシアネート；および
  ポリオールブレンド
を含み、前記ポリオールブレンドは、
    上記［１］および上記［３］～上記［１４］のいずれか一項に記載の少なくとも１つ
のリン含有難燃剤；および
    少なくとも１つの第２のポリオール
を含む、ポリウレタン生成物。
［１６］
  Ｃａｌ  １１７試験またはＤｉｎ  ４１０２試験に合格する、上記［１５］に記載のポ
リウレタン生成物。
［１７］



(9) JP 2014-515044 A5 2016.3.24

  前記リン含有難燃剤が、約０．１重量％～３５重量％の前記ポリオールブレンドを含む
、上記［１５］または上記［１６］に記載のポリウレタン生成物。
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